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ロシア沿岸警備隊（その1）

小川哲也

【総説】

1はじめに

世界標準という言葉が工業製品の中で大きなウェイトを占めているが、

海上保安の分野でもグローバル化に伴いコーストガード（沿岸警備隊）と

いう言葉が世界標準たるべく、世界各国にコーストガードという名称の組

織が次々に現れている。名は体を表すとは言うものの、各国の組織はその

形成の歴史から特有の個性を持っている。近年、ロシア連邦でもロシア連

邦保安庁（以下、FSB）国境局（HoIIPaHHtIHa5ICJIy3R6a◎CB）の組織とし

て沿岸警備隊（BepeIlOBa兄0ⅩPaHa）という名称の組織が活動している。

この稿では、このロシア沿岸警備隊について、ソ連邦時代の国境軍海洋

部隊にも触れながら、主として、ソ連邦崩壊後の1994年から2003年まで

のロシア連邦国境警備庁（◎HC PoccHⅡ）の海洋警備隊（MopcRa5IOXPaHa）

に光を当て、その個性、その実体に迫りたい。2003年7月以降の現行FSB

国境局（nc◎CBPoccIIH）の沿岸警備隊（BeperoBa兄0ⅩpaHa）については次

稿以降で取り上げるが、本稿でも必要に応じて言及する。

2ロシア連邦国境警備庁海洋警備隊1）

ロシア連邦の国境警備隊は、1993年12月30日付け第2318号大統領令

による連邦省権限のロシア連邦国境警備庁・国境軍総司令部〔1994年12

月30日付け第2245号大統領令によりロシア連邦国境警備庁（以下、国境

警備庁）に改名〕の創設によって独立官庁としての道を歩み始めた。この

国境警備庁の海上勢力は、ソ連邦時代と同様に国境軍（nB：I10rPaHHtIHもIe

B0歳cRa）の海洋部隊（MtI：MOPCIくHetIaCTII）である。海員トップの将官ポスト

である海洋部隊司令官（中将）が主宰するその中央管理組織は、ソ連邦崩

壊とその後の中央官庁の組織改編とともに目まぐるしく変わっている。
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ソ連邦時代のソ連邦国家保安委員会国境軍総局（rYnB KrB CCCP）の海

洋局（MopcKOeynPaBJleHHe）、1991年12月3日ソ連邦国境警備国家委員会

（ItoMHTeTⅡ00ⅩPaHeIlOCy月aPCTBeHHもⅠⅩrPaH叫CCCP）の中央海洋局

（IleHTPa皿HOeMOPCROeyHPaBJIeHHe）、1992年6月12日ロシア連邦保安

省国境軍司令官アパラット（AHIIaPaTItoMaHJlyIOIqerOIIBMBP◎）の海洋

局（MopcROeynPaBJIeHHe）、1993年12月30日国境警備庁国境軍総司令

部及び1994年12月30日国境警備庁国境軍の海洋軍司令官アパラット

（AHIIapaTKoMaHnyE）叫erOMOPCRHMHCHJIaMHnB◎IIC）、1998年8月1

日海洋警備総局（nerIaPTaMeHTMOPCIく0歳0ⅩPaHもⅠ）、2002年6月14日

海洋総局（MopcRO歳月eIIaPTaMeH二T）である。地方管理組織は、国境管区

（IlOrPaHHtIHもIiioRPyr）／国境集団（rpyIIIIa）の海洋部（MOPCR0歳oTneJI）が地

域局（perHOHaJIbHOeyrIPaBJIeHHe）の海洋警備部（oT井eJIMOPCR0歳0ⅩPaHもⅠ）

に改組されている2）。

海洋警備隊（MopcIa5IOXPaHa）という名称とその組織は、1997年8月29

目付け第950号大統領令によって導入された。国境警備庁は、この大統領

令及びその関係法令に基づき、海洋生物資源の保護監督機能を得たが、そ

れはソ連邦漁業省時代からの魚類保護監督機関（PもⅠ600ⅩpaHa）であったロ

シア連邦農業食料省漁業総局漁業規制総局（rJはBpもⅠ6B明）とその地方組織

である水域漁業規制局（6acce蕗EOBもIeyHPaBJleHII5I）の海洋部門を、その権

限とともに、船艇勢力を含め、組織定員を丸ごと取り込むものであった。

海洋警備隊は、この移管を受けた文官組織の漁業規制局組織と軍人組織の

国境軍海洋部隊とを統合した組織である。移管された漁業規制局組織は、

中央では軍人が主宰し、文官は次長及び部長以下の職を務める海洋警備総

局海洋生物資源保護局（yIIpaBJIeHHe OXPaHもIMOPCRHX6Ⅰ壬OJIOrHleCICHX

pecypcoB）に、地方では地域局支部（如JIHaJI）の地位を持つ文官を長とする

文官からなる国家海洋監督局（nⅦH）に衣替えし3）、漁業監視船はパトロー

ル船に名を変え、警備艦艇の海洋編成単位（MOpCIくHeCOeJIHHeHH5I）である分

艦隊の隷下に入れられた。他方、国境軍海洋部隊は、領水海域、領海、大

陸棚及び排他的経済水域の警備を第一義的任務としながら、海洋生物資源

の保護監督任務も担うことになった。
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1999年3月29日付け第78号国境警備庁参与会決議4）によって士官の中

から国家監督官を養成することが計画されていたほか、1999年12月21

日付け第94号決議5）で国境警備庁参与会は、海洋警備総局の組織機構、地

域局の海洋警備部及び国家海洋監督局の標準規程の立案、並びに海洋生物

資源の保護のため機動活動（0ⅢePaTHBHa5Ine月：TeJIもHOCTも）の改善を目的と

して2000年1月30日までに海洋警備機関の編成単位（co印HHeHH兄）及び

部隊（tIaCT壬Ⅰ）に機動機関（orIePaTI壬BHもIe OPIlaHH）の下部組織を創設すべき

ことを決議していた。

1998年6月13日付け第328号国境警備庁令6）によって承認された国境

警備庁海洋警備総局規程は、同総局について、国境法、排他的経済水域法

及び大陸棚法に基づく従来からの海洋、河川、湖沼及びその他水域、領海、

大陸棚及び排他的経済水域における国家国境政策の実現とともに、海洋生

物資源の保護に関する課題の解決を確保する機構下部組織であることを定

め、基本的任務として、海洋警備機関の活動の組織化、法令順守に対する

監督措置の立案採択、犯罪及び反則等の予防措置の立案採択、海洋警備機

関の活動を規制する規範法アクトの立案などを挙げていた。なお、基本的

機能の中には、漁業規制局組織からの継承機能である海洋生物資源保護法

令の違反行為による損害の賠償請求訴追権、並びに賠償金、罰金及び没収

財産から生ずる資金の利用監督権が含まれている。

2002年9月20日付け第579号国境警備庁令7）によって承認された海洋

総局規程では、基本的任務が、海洋警備総局規程とは異なり、犯罪及び反

則等の予防措置等にかかる内部規則の立案採択権などがなくなり、権限が

縮小されている。

2002年6月14日付け第375号国境警備庁令8）によって承認された連邦

国境庁海洋警備機関規程は、海洋警備機関組織機構の全体像を明らかにし

ている。また、2001年新刑事訴訟法典によって大陸棚及び排他的経済水域

法令違反（刑法典第253条）及び水生動植物の不正採捕（第256条）並び

に密輸（第188条第1項）の犯罪事件が国境警備庁の捜査管轄に加わり、

庁内捜査管轄区分としてこれら事件の捜査が海洋警備隊に委ねられたこと

に伴い、当該犯罪事件の捜査の実施を明記するともに、国防任務への参加
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を含め、国境法第30条等関連法令の規定を再掲している。

海洋警備機関（opraHもIMOPCR0歳0ⅩPaHH）の組織機構は、中央管理機関の

海洋総局（MopcRO的eⅡaPTaMeHT⑳nC）及び地方管理機関である地域局の

局内組織の海洋警備部（oTneJIMOPCRO放0ⅩPaHもIPrIy）、同じく局内組織の

国家操業状況監督分析予測センター及び国際国境調整センター、並びに地

域局の直轄出先機関である独立支部（如刀Ha乃）の国家海洋監督局及び警備

艦艇編成単位の独立分艦隊〔6pHra脾Ⅰ又は脚BH3H鮎Ⅰ（6pHra脾Ⅰの成員又

は独立の小型艦艇編成単位）〕から構成されている。

海洋警備総局は、業務組織化出撃準備局、生物資源保護局、運用修理基

地局という三つの局を持ち、地域局の海洋警備部にもその類似の課が設け

られている。海洋生物資源の保護監督は生物資源保護局が担い、国家海洋

監督局の管理担当部局となっている。この生物資源保護局には海洋生物資

源保護部、運用計画部及び財政経済部が置かれている。

国境瞥備隊の新旧極東地方組織対照表

1997牢以降拙コシナ竣好紛際警僻洋紙旧いの極東地方紬簸

断預シア連邦株安拝啓壁耕一1C¢C呈；）の極東地方細線

行政区分による連邦管区γ、ソ連邦妾鉢＆海洋方面別珂潮境擬制 

極細撥糀管区轍域国境局 

光来沿岸督傭摺東園 

プリモ岬一り荒地粛啓境局 

サハリン沿鐸警磯摘境働　　　　　　　　　　　　＼ 

′、パロアスク地方＆こダダ　鋸鋸抽i国境局 

アムー、一一・．ル州国境局 

3国境軍海洋部隊毎opcICEetIamIHB）の機能9）
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国境軍海洋部隊は軍人組織である。その要員は海軍の高等教育施設で初

任士官少尉の軍事高等教育を受け、海軍アカデミー、次に参謀本部軍事アカデミー

を経て、中将まで昇級する将来を持つ海軍の階級を有する士官が指揮し、

春と秋の徴兵（2008年から契約軍人制へ移行に伴い廃止）により召集され、

第一（黒海のアナハ0市）及び第二海洋教育センター（ナホトカ市：10年存続、2002

年廃止）で5ケ月間の事前教育訓練を受けた兵卒から構成されていた。国

境警備艦艇は、海軍艦艇の国境警備隊仕様であり、特にソナーや機雷とい

った対潜装備が施してある。ソ連邦時代は、国境防衛の一翼を担い、主と

して海軍からの要請により頻繁に対潜訓練に参加し、例えば、1980年代コ

ルサコフ国境分艦隊ではこうした訓練に年間440時間を費やしていた。

1994年3月24日大統領によって承認された「移行期におけるロシア連

邦国境、排他的経済水域及び共同体諸国外縁のロシア連邦国境軍による警

備概念」は海洋国境統合単位（MOPCKHerIOrPaHHtIHもIe06もe月HHeHH兄）〔用語的

には数個の編成単位（分艦隊）からなる組織〕の創設などを規定していた

が、実現には至らなかった10）。国境軍海洋部隊艦艇の通常の集合単位は、

地域局（旧国境管区、現連邦主体国境局及び沿岸警備国境局）レベルの編

成単位である分艦隊であり、現在もこれに変わりはない。

ソ連邦は、1976年12月10目付け第4851－ⅠⅩ号ソ連邦最高会議幹部会

令によって200海里漁業水域暫定措置の導入を行っていたが、この200海

里漁業水域の漁業取締に当たって、国境警備隊は、国境軍総局、同司令部、

海洋局及び航空部が関係省庁と協議を重ね、「海洋区域における国境軍勢

力の利用概念」を作成していた。この利用概念の主要規定は、1977年2

月13　日ソ連邦国家保安委員会（KGB）アンドロポフ議長署名の「ソ連邦沿岸に

接続する海洋区域における国境警備艦の活動について」の覚書（3arH迂CRa）

によって共産党中央委員会に報告されていたが、国境軍と漁業規制局機関

との協力に関して次のように規定していた。

●　国境軍が漁業規制局機関と共同して生物資源保護措置の遵守に対する

監督を行うのは外国船の操業が許可されている区域に限られる。

●　国境警備艦は、通常、漁業規制局の国家監督官を乗船させ、一緒に業

務を行う
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●　警備艦艦長は業務上の決定について監督官と合意を図る、外国船舶の

停船、立入検査及び罰金の賦課は国家監督官の決定より、並びに船舶

の舎輔は水域漁業規制局長の決定により行われる

●　国境警備艦艦長は、国家監督官への援助として警備艦の立入検査班か

ら2～3名の武装検査員を船舶の立入検査に拠出する。

●　国境警備艦に監督官がいない場合、外国船舶の停船及び立入検査の決

定は、警備艦艦長が行い、監督官の責務は、特別に養成され、然るべ

き証明書を有する国境軍士官がこれを行う。この場合、処罰適用の決

定は、水域漁業規制局長がこれを行う。

●　被舎捕船舶は国境警備艦が開港の一つに連行し、そこで漁業規制局機

関に引き渡す。港内での被舎捕船の警備は、国境軍が行う。

●　国境警備艦は漁船に対して武器を使用しない。立入検査班が武器を使

用するのは、船舶乗組員による武装攻撃又は武装抵抗に対処する場合

に限られる。

●　国境軍にとって200海里海洋水域は、敵対的な目的を持って国境を侵

犯する及びソ連領水に侵入する意図のある艦船を遠距離から発見する

エリアと見なされる。そのため国境警備艦及び航空機は、外国船の漁

業監督任務と並行して、海上の監視を行い、国境侵犯について国境警

備実施勢力に通報を行うなど、然るべき援助を与えねばならない。

軍人組織の国境軍海洋部隊と文官組織の被移管漁業規制局組織から構成

される国境警備庁海洋警備隊では、海洋生物資源の保護監督に国境軍海洋

部隊の警備艦艇も参加することなったが、その参加の形態は、上記200海

里漁業水域暫定措置導入時の「海洋区域における国境軍勢力の利用概念」

に規定された警備艦艇の運用方法と同じであった。つまり、国境警備艦は

国境警備を第一義的任務としながら、行政犯則手続権限を有する国家監督

官を警備艦に臨乗させ、警備艦の武装立入検査班（OcMOTPOBa月：rlPyIIIIa）が

国境警備任務の立入検査も兼ねながら監督官に協力するという図式である。

以前と異なるのは、立場が変わり、主従が逆転し、漁船等の停船及び検

査の実施等の是非は、臨乗の国家監督官ではなく、国家監督官の提案に基

づいて警備艦艦長（パトロール船船長）が決定している11）。また、移管さ
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れた漁業規制局組織の漁業監視船は、パトロール船（IIaTPyJIもHOeCyJIHO）に

名を変え、海洋警備分艦隊の隷下で洋上監督を行っている。

海洋生物資源の保護監督任務への警備艦の対応を示すものとして、2007

年創設の新しい海陸統合部署組織であるへ○トロハ0デロブスク・カムチヤトキイ市監部

（C∬yX6aBr．rIeTPOnaBJIOBCRe－KaMtIaTCKOM）の監部長S，Ⅴ．イツェンコ海員大佐の次

の話がある。健全な意味でのパトロール船と国境警備艦との違反摘発件数

競争であるが、1～2年前までは、件数は主にパトロール船によるものであ

ったが、現在は警備艦もパトロール船の件数レベルに至っている12）。

このように、国境警備艦の主たる運用機能は、相変わらず軍事的色彩を

帯びた国境警備分野の行政警察機能に止まっており、関係の行政執行権限

を付与すれば海軍艦艇でもその機能を代替できるものである。両者の違い

は、後で述べることになるが、国境警備艦艇には陸上に司法警察機能を持

つ支援組織があるが、海軍艦艇にはそれがないことである。換言すれば、

司法警察機能を担う監督官等を臨乗させる場合には、両者に基本的な機能

の違いはなくなるとも言える状況がある。

4国家海洋監督局組織をめぐる攻防

国家海洋監督局は、1997年の大統領令によって国境警備庁に移管された

海洋部門の水域漁業規制局を母胎に、その組織定員及び海洋生物資源の保

護監督権限を保持したまま、文官を長とする文官から成る組織として創設

された。1998年6月28日付け第41－Ⅲ号国境警備庁令によって海洋生物

資源保護地域監督局（PHOMBHP）という名称で当初は創設され、1999年8

月9日付け第447号～455号国境警備庁令によって国家海洋監督局（nⅦH）

に改名された。1999年8月9日付け第457号国境警備庁令13）によって承

認された国家海洋監督局標準規程によれば、国家海洋監督局は、国境警備

庁海洋警備機関の下部組織であり、国境警備庁長官によって任命され、地

域局長に従属する長が主宰し、国境警備庁海洋警備総局及び地域局海洋警

備部が運用管理を行い、地域局長が管理する地域局の独立下部組織である

と定められている。

1）海洋生物資源汚職とその温床
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2007年、密漁に絡む国境警備隊員による度重なる汚職に関して、極東連

邦管区地域国境局長Ⅴ．Ⅴ．プトフ陸員中将は、汚職が蔓延しているロシアにお

いて「国境警備隊員も人である」と発言して批判を受けたが14）、ロシアに

おける汚職の根深さを物語るものである。

ロシアは人治社会と言われ、ロシア人社会では、ソ連邦時代からタクシ

ー運転手は車で、売り子は入荷品情報の提供で便宜を図るなど、親類及び

知人との問に生活に結びついた生きるためのセイフティーネットとも言え

る相互共助的社会関係が存在し、良い意味でも悪い意味でもコネの社会で

ある。こうした社会関係が階級の上下にかかわらず汚職の温床となってお

り、権限の取得は利権や汚職と表裏一体の関係にある。漁業規制局組織の

国境警備隊への移管は海洋生物資源の保護監督権限の移管であり、同時に

海洋生物資源にかかる利権と汚職の移管でもある。現在は、2003年に国境

警備隊を組織内に取り込んだFSBにこの利権と汚職が転移しているとい

うことになる。次の問題は、誰がFSBを検挙するのか、ロシア版FBIと

も言われる連邦捜査取調庁（◎CP）の創設構想もこの文脈の中にある。

利権に関しては、1999年連邦予算で新たに設けられた水生生物資源保護

基金（2001年連邦予算法から廃止）により15）、国境警備隊が検挙した事件

の罰金及び不法漁獲物や船舶などの没収財産の換価金などが同基金に繰り

入れられ、同基金から分与される予算外資金が国境警備庁を潤し、取締に

も熱が入った。しかし、この予算外資金は文官組織の国家海洋監督局組織

には回されず、上位にある軍人組織に吸い上げられていた16）。

海洋生物資源にかかる汚職の形態は、国境警備艦船の配備状況や取締計

画などの漏えい、1998年排他的経済水域法第12条第3項により導入され

た国家監督官臨乗監督制度に基づく外国漁船臨乗国境警備隊監督官による

密漁庇護、国家海洋監督局長など幹部職員による組織的密漁庇護など様々

であり、「マフィアと海」（くくMa如5IHMOPe〉〉）といった特集記事などでマス

コミを大いに賑わした。2007年9月には米国人、ドイツ人及びロシア人

が関与した西カムチャツカ沖及びオホづク海を舞台とした損害総額が50億ルづヾルを

超えるという大規模なカニ密漁事件が検挙されたが、北東沿岸警備国境局

の幹部職員などの関与が報じられている17）。
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海洋生物資源の保護監督に当たって国境警備庁は、同庁を含め、内務省、

漁業国家委員会、税関、連邦保安庁など12の省庁により承認された2000

年11月14目付けの水生生物資源保護監督及び海産物対外取引監督に関す

る関係省庁の相互活動規程18）などに基づき、相互活動の一環として、関係

省庁の職員を取締艦船に臨乗させて合同取締を行っている。

また、監督官定員が多くないこともあるが、北東沿岸警備国境局が主体

で行われるオホづク海でのスケトウ漁の取締では、隣接のプリモーリ工、サハリン、ハハヾ

ロフスクの国境局からばかりでなく、カリニげライやサンクトへ○テげルクといったバル

ト海地域の国境局からも監督官の派遣を受けて諸地域混成で取締を行って

いる（2008年は動員監督官総数90名）19）。カレイ漁など別の地域での取

締では北東沿岸警備国境局の監督官が隣接国境局へ派遣されるなど、監督

官の相互応援派遣が日常的に行われている20）。

こうした合同混成での取締は単なる相互協力活動ではなく、汚職対策で

もあり、次のような事情がある。カスヒ0海での大規模密漁にかかるかレムイキヤ共

和国S．フげシン検事の話であるが、密漁対策に地元の法保護機関や漁業監督

機関の職員のみを使うと、密漁者との親類関係及び友人関係が常に取締に

影を落とし、取締職員が勤務外で違反者と親密な関係に誘い込まれ、違反

者を庇護する状況に陥る。カルムイキヤ共和国は人口が少なく、親類関係や内務

省職員の道徳観の低さもあり、密漁対策を使命とする大多数の民警職員自

身が何らかの形で密漁犯罪に巻き込まれている。このため別の地域の職員

からなる混成班を組織して取締を行う必要があるとのことである。国境警

備隊での上記合同混成よる取締もこれと同じ文脈の中にある。

国境警備隊は2008年から徴兵者採用を放棄し、契約職員制に完全移行

しており、優秀な職員確保が最優先の課題となっているが、こうした汚職

環境は国境警備隊の職員採用にも悪影響を与えている。国境警備隊員の給

与は、現在、他のパワー官庁に比べて高い水準を確保しているが、都会で

はその給与にまだ競争力がなく、競争力のある国境警備の現場で優秀な地

元住民を採用したいところである。しかし、上記のような状況もあり、例

えば、人口の少ない僻地であるカムチャツカ地方の北東沿岸警備国境局などは、

遠く離れた大陸奥地からの職員募集なども模索している。
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2）食物連鎖的人事抗争

上に列挙したようなものとは全く異なるタイプの汚職、マスコミに発表

される海洋警備隊の輝かしい検挙件数の裏で行われ、国家海洋監督局組織

の文官幹部に打撃を与えた組織的な汚職もある。密漁船等の検挙には不法

漁獲物や不法行為に供した船舶漁具などの没収を伴うが、その検挙件数が

上がれば上がるほどその没収財産の金額は増大し、その換価取引の利権も

大きくなる21）。この没収財産の取引には連邦政府付属の連邦債務センター

（◎月q）〔2000年12月21日付け第980号政府決定により連邦財産基金

（P◎◎H）、2008年5月12日付け第724号大統領令により連邦国家財産管

理庁（PocIIMyqeCTBO）〕の認可が必要であるが、こうした取引に参入するに

は大きなコネが必要とされている。こうしたコネを持つ教会産業金融会社

「アレクサンドリア」（T一AneRCaHJIPII5I．．）がかかわった汚職事件である。ロシア正教

会総主教アレクセイⅡ世は、他のパワー官庁と同様に、A．Ⅰ．ニコラエフ国境警備庁長

官（1994年12月～1997年12月）と協力契約を締結していたが、「アレクサ

ンドリア」社はこのロシア正教会の子会社である。カムチャツカ国家海洋監督局は、

1999年に高速密漁船の取締に航空機を初めて導入するなど先進的な最優

秀の監督局であり、違反船検挙に伴うその罰金及び没収財産の金額は同監

督局だけで国境警備庁全体の半分近くを占めていた。「アレクサンドリア」社はこ

れを狙ったのであった。

1999年7月23日「アレクサンドリア」社は、カムチャッカ支店を設立し、カムチャツカ国

家海洋監督局と換価財産の取引について契約交渉を始め、高額なコミッション料

や多額の経費を計上するなど不当な条項を盛り込んだ契約を結ぼうとした。

当時の文官の国家海洋監督局長は上からの圧力にも抗して標準的な契約を

結ぼうとした。これに対して、「アレクサンドリア」社はモスクワの国境警備庁に働き

かけるとともに、同監督局の管理者である北東地域局長、「上からの命令

には義務として正当性を論ぜずにそれに従う」という軍人（陸員）の長に

圧力を掛けた。1999年9月10日この軍人の長は、国家海洋監督局の頭越

しに、「アレクサンドリア」社が提示する1999年4月23目付け政府決定22）に反

する不当な契約書に署名してその便宜を図った23）。その後、この不正契約

の締結に抵抗したカムチャツカ国家海洋監督局長に国境警備庁長官から解雇通知
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と言える国家海洋監督局の定員削減令が出され、この削減通知書を携えて

海員トップの国境警備庁次長・海洋警備総局長がカムチャツカまで赴き同監督局

長に直接手交し、その職を解いた。しかし、その直後に、軍人職の監督局

長及びその第一次長が導入され、海員大佐が局長職に就いた。当然の事な

がら、こうした不法な解雇に対して文官の長は裁判に訴え、裁判に勝つこ

とはできたが、組織の壁に阻まれ、結果として組織からは排除された24）。

こうした文官組織トップの文官の職を軍人の職に替えるという施策には、

国境警備隊上層部に文官を権力機構から排除する意志があったことは確か

であるが、このほかに軍人の定員削減への対応というもう一つの主たる目

的があった。海洋警備隊では老朽警備艦艇の解役が進む一方で、その代替

建造が行われず、1997年～2001年までに警備艦艇リストから339隻が抹

消され25）、海洋警備隊の編成単位及び軍部隊（分艦隊及び第1級～3級警

備艦など）の改革の一環として、210を超える士官職が削減対象となって

いた。そこで、海洋警備隊の業務活動の強化及び効率向上を名目に、この

削減対象となっていた軍人の退役及び他官庁への転任を抑えるために文官

の幹部職が軍人職に替えられたのである26）。

太平洋地域局関係では、「太平洋地域局のプリモールスク、サハリン及び極東国家

海洋監督局職員の職の削減並びに職務リストに応じた軍人職の導入につい

て」の2002年4月12日付け第HP8／2／2429号決定（peHeHHe）が国境警備

庁長官から出されている。また、「国境警備庁令によって任命（解任）さ

れる軍人職の一覧表」が2002年6月25日付け第396号国境警備庁令27）

によって改正され、同一覧表に国家海洋監督局長が新たに加わっている。

軍人の定員削減に伴うこうした弱肉強食のポストの奪い合いに関しては、

逆の立場で海軍との問にも存在していた。ロシア連邦軍参謀本部長（1997

年5月～2004年7月）A．Ⅴ．舛ヾァシュニン上級大将は、平時における内水海域、

領海、排他的経済水域及び大陸棚の海洋警備及び海洋生物資源の保護監督

機能は海軍が行うべきで、海軍教育を受けた士官と海軍準仕様の艦艇を有

する国境軍海洋部隊の一部も海軍に移管すべきであると主張していた28）。

この発言に対しては、海軍が所有する衛星探査システやを含む水上水中監

視システムなどを活用すればもっと効率的で信頼ある海洋国境警備を行う
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ことができる反面、海軍に警察機能を付与することの是非、漁業取締に重

武装の軍艦を使用することの是非、CIS加盟諸国の外縁国境で危機的状況

が発生した場合には国境軍がその解決を担うという1992年3月20日付け

CIS加盟諸国国境及び海洋経済水域警備協定29）や1996年5月17日付け

CIS加盟諸国国境警備軍相互活動協定30）の規定など、国境紛争の解決に当

たっての武力行使が他国への侵略と見なされるか否かという正規軍ではな

い特別軍としての国境警備隊の存在意義の観点などから、安全保障会議で

の場を含め、政府、関係省庁及びマスコミでも議論が盛り上がった。しか

し、参謀本部長の真意は、P．Sグラチェフ国防大臣（1992年～1996年）が成

し得なかった大統領の削減プロクヾラムで解雇対象となっていた参謀本部の将

軍達への職の斡旋にあるのではないかと噴かれていた31）。

結果として、国境警備庁海洋警備隊の海軍への移管はなかったが、海洋

警備隊は人事的実験とされる被害を蒙っていた。1996年12月国境警備庁

国境軍海洋軍司令官の職に海軍北方艦隊参謀長Ⅰ．Ⅰ．ナレトフ海軍大将が就任し、

これと同時に海洋軍司令官アパラットの大部分の職が海軍士官に入れ替え

られ、国境警備業務の経験が豊富な多くの海員士官が予備役となるか、希

望退職していった。1999年海洋警備隊出身のⅤ．K．げビネンコ海員中将が国

境警備庁海洋警備総局長に任命されてから状況が変わり始め、海洋警備総

局及び地域局海洋警備部に海洋警備隊出身の士官たちが戻り始めたという

ものである。このことについて、当時のK．Ⅴ．トッキー国境警備庁長官は1999

年6月に開かれた地域局長セミナーで「何故に何処から軍官僚主義的な指

導スタイルが生じたのか理解できない」と述べていた32）。

国境警備隊がFSBの隷下に入った2003年7月以降の組織改革では、当

然のことながら、国境警備隊員はFSB出身者の風下に立っことになった。

組織改革の詳細は次稿に譲るが、国家海洋監督局組織に関しては、汚職の

追放および組織の浄化を目的として移管後直近の組織改正で沿岸警備隊

（旧海洋警備隊）から分離された。中央管理組織である海洋生物資源保護

局はFSB国境局組織化総局沿岸警備局（yTIPaBJIeHH二e6eperoB0歳0ⅩPaHもI

neITaPTaMeHTaOPraHH3aIPIH）（旧国境警備庁海洋総局）から離れてFSB

国境局の独立下部組織となった33）。現在は、更なる組織改編を経て国境警
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備総局と並んでFSB国境局の二総局体制の一翼を担うFSB国境局沿岸警

備総局UleIIaPTaMeHT6eperoBO丘0ⅩPaHもIrIC◎CB）の海洋生物資源保護

分野国家海洋監督局〔略称：国家海洋監督局〕（rocypこaPCTBeHHa月：MOPCIa兄

HHCIIeRI草狂日10ROHTPOJIX）B C㊥epe oxpaHLI MOpCIくHX6HOJIOr椚eCIくHX

pecypcoB）が国家海洋監督局組織の中央管理組織となっている。

初代のFSB国境局沿岸警備総局長Ⅴ．T．トルプアノフ中将はアルマアタ、同総局国家

海洋監督局長Ⅴ．B．ディチコフ少将はモスクワのそれぞれ高等国境指揮官大学卒で

あるが、共にFSB畑出身である。換言すれば、国境警備隊に移管された

漁業規制局組織はFSBの直接的影響下に移ったということになる。

5ナンバー2の悲哀

ロシアでの組織トップとナンバー2　との関係について、中ロを相手に長

く仕事を続けている専門商社の社長は、「中国ではナンバー3か4とのコ

ンタクトが大切になるが、ロシアではナンバー2　と会っても意味がない、

ロシアでは権力は一つであり、生殺与奪の権利を持っているのは一人であ

る」と語っている34）。現在のロシアにおけるメドページェフ大統領とプー

チン首相による二頭政治体制はロシア史上異例のことであり、どちらに実

権があるのか、プーチン元大統領の院政が囁かれる所以である。

1）国境警備隊海員の悲哀

内陸国のロシアでは、長大な陸の国境を守るため陸軍力の強化に重点が

置かれ、ピョートル大帝時代を除き、伝統的に、陸軍が海軍よりも軍政に

おいて優位にあった。国境警備隊の陸員と海員の間にも同じ状況があり、

海員の間では、海洋部隊は数世紀にわたって陸上の路線で培われ、その考

え方や習慣から解き放たれず、陸員の長は海員に二次的な役割しか与えて

こなかったと言われている35）。

国境警備庁次長を兼ねる海洋警備総局長（中将）と地域局次長を兼ねる

海洋警備部長（少将）が、それぞれ中央と地方における海員トップの将官

ポストである。つまり、海員にはナンバー2のポストしかないということ

である。

2001年1月7日付け第10号国境警備庁令によって承認された艦船等出
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港準備指導書36）（第3．16．条）によれば、出港目的に応じて艦船等が7つの

グループ別に分けられているが、その出港許可権者は次のようになってい

る。国際航海を行う場合は陸員の国境警備庁長官、複数の地域局の担任エ

リアでの業務、旅客及び危険物等の輸送、曳航などの場合は海員の国境警

備庁次長・海洋警備総局長、地域局管内での業務の場合は陸員の地域局長、

分艦隊担任エリアでの業務の場合は海員の分艦隊司令官である。

上記指導書は、北極航路航行の準備に関して、国境警備庁総司令部、海

洋警備総局及び兵祐局の役割を規定しているが（第6．7．条）、総司令部が

全般的な運用管理を行い、海洋警備総局は、他機関、企業及び団体との調

整を行うのみである。海洋警備局長の職にしても、基本的に、国境警備庁

関係部局間及び地域局問並びに官庁間等における海洋警備隊に関係する諸

問題の調整役にすぎない。

海員の地域局海洋警備部長は地域局次長でもあるが、この職も指揮命令

系統からは外れた海洋警備隊担当の参事官的なポストである。現FSB国

境局北東沿岸警備国境局（CBIlIyBOHC◎CB）の第一次長S．Yu．スーリン海員少

将（2006年～）は、前任がカスヒ0海、黒海及びアデフ海をかかえる旧国境警備

庁北コーカサス地域局（CItPny◎rIC）次長・海洋警備部長（2000年～2006年）

であったが、同少将によれば、地域局次長の職は、海洋警備問題を担当す

るのみで、海洋警備分艦隊、国境分遣隊、国境検問所など国境警備全般に

責務を持つ現在の第一次長の職とは全く異なると述べていた37）。しかし、

現在、三つの沿岸警備国境局以外の連邦主体国境局には海員の第一次長の

ポストはなく、従来どおり、国境局次長・沿岸警備部（旧海洋警備部）長が

海員トップのポストである。今後、万年次長である海員が沿岸警備国境局

長という地方組織ナンバー1のポストに就くか否か関心のあるところであ

るが、可能性は低いであろう。

オホづク海スケトウ紛争としてマスコミを賑わした2008年のスケトウ漁取

締で北東沿岸警備国境局によって多数の、特に70リモーリエ、サハリンのロシア漁船

が検挙され、漁期中にも拘わらず長期間港に留め置かれ、漁業者が多大な

損害を蒙った事件があった38）。この事件は、海洋生物資源の保護監督権限

が国境警備隊に移管された1997年以降で、国境警備隊が不法漁獲物の外
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国への不法輸出といった国境という要素から離れた何か別の違反、操業規

則の違反といった漁業規制局組織の本来的な取締対象である違反にその注

意を払った初めてのケースではないかと言われ、こうした点でも興味深い

事件である。

この事件で特に問題となったのは、違反か否かの判断基準となる1昼夜

イクラ収量の決定方法であり、この決定方法について北東沿岸警備国境局

が取締職員向けに極東漁業水域漁業規則に反する内部指示文書（2008年3

月14日付け第21／705／2／1151号書簡）を出し、越権的法令違反を行った

というものである。この事件については、検察官監察として、第310駐屯

地軍検察庁（在へ0トロハ0デロフスク・カムチヤトキイ市）が2008年5月7日付けで北東

沿岸警備国境局宛に、太平洋艦隊軍検察庁（在ウラシ÷ォストック市）が2008年8

月5日付けで極東連邦管区地域国境局宛にそれぞれ法令違反の排除につい

て意見書（HPenCTaBJIeHHe）を出している39）。

ここではその詳細に触れないが、問題は、この法令違反の責任に関して、

ナンバー1である陸員トップの北東沿岸警備国境局長AAレへやシヾェフ中将、

ナンバー2である海員トップの第一次長S．Yu．スーリン少将ではなく、ナンバ

ー3である陸員の次長Ⅴ．P．キレエフ少将が臨時局長代行（BpIIO HatIaJILHHRa

CBHyBO）としてその矢面に立ち、その後は騒ぎが静まるまでキレエフ次長に

代わってスーリン第一次長が局長臨時代行を務めたことである（北東沿岸警備

局の残りの幹部は、局次長・兵端部長と局次長・人事部長の2名）。ロシア

では昇任前に臨時代行として職務を遂行させ、問題がなければ正規発令す

るという習慣があるが、臨時代行任命の経緯が不明であり、真相はわから

ない。しかし、ナンバー1の権威と陸員と海員の関係を何か物語っている

ように思われる40）。

FSB隷下での国境警備隊の改革は2003年7月から始まり、2009年ま

でにほぼ完了している。海員にかかるその概要は、ロシア連邦FSB国境

局沿岸警備隊の創設、中央管理機関における国境警備総局と沿岸警備総局

という二総局体制の導入、沿岸警備国境局の創設と海員将官のその第一次

長への登用、国境局と沿岸警備国境局の出先機関である監部（CJIy3R6a）レベ

ルでの海陸統合、国家海洋監督局の組織強化などである。新設の海陸統合
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監部では国境局及び沿岸警備国境局（旧地域局）の直轄にあった独立分艦

隊が、独立国境検問所や国境警備分遣隊などとともに監部に海陸統合され、

その直轄下に移っている。艦艇勢力の規模が大きいムルマンスク市監部やへ0トロハ○

デロフスク・カムチヤトキイ市監部などでは海員が大佐ポストの監部長を務めているが、

そうではないナホトカ市監部などでは陸員が監部長を務めている。

国境警備隊のFSBへの移管後、国境警備隊の教育施設はFSBの国境警

備系教育施設としてFSBの直轄下に移されたが、初任海員士官の養成に

関して、これまでのように海軍の高等教育施設に依存するのではなく、自

前で海員士官を養成するため、2007年に海員准士官養成の海技系教育機関

として修業年限2年10カ月のFSB沿岸警備大学が黒海のアナハ0市に創設さ

れている。ちなみに、初代の大学校長は海軍潜水艦ソナー士官出身のFSB畑

のⅤ．Ⅴ，へヾルコフ海員大佐（現在は少将）である。

このように現体制でも海員が陸員の後塵を拝している状況に大きな変化

はない。FSB出身者をナンバー1とすれば、ナンバー3に落ちたと言える。

2）連邦沿岸警備庁創設の夢

ソ連邦崩壊後の世界の不安定な社会環境が生み出している国外要素と国

内要素とが複雑に絡み合った国境をまたぐ現代の新たな脅威に対しては、

ロシアを含め、世界各国とも、関係諸国との国際協力が不可欠なものとな

っている。国境警備庁も、隣接二国間協力のほか、1992年3月創設のハヾル

ト海諸国会議枠内での1997年5月フィンランドのイニシアチブによるハ㍉ト海地

域国境協力会議、2000年12月日本のイニシアチブによる北太平洋地域海

上警備機関長官級会合、2007年10月米国及びスウェブンのイニシアチブに

ょる北大西洋コーストガードフォーラムといった多国間協力の活動に積極

的に参加するなどその国際協力活動を年を追うごとに深めている。

こうした国際化が進む状況の中でE．Ⅰ，ナスヾドラチェンコ漁業国家委員会議長

（2002年4月）や41）、海員の旧太平洋地域局海洋警備部長A．E．イワノフ少将

（2003年2月）は42）、思惑の違いはあるものの、米国の沿岸警備隊や日本

の海上保安庁にならって、国境警備庁の海洋警備隊を含め、関係省庁の海

洋取締勢力を統合した連邦沿岸警備庁（◎enepaJIbHa5ICJIy3E6a6eperoBO益

0ⅩpaHもⅠ）といった独立連邦組織を創設する提案を行っていた。
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しかし、国境警備隊がFSBへ移管された2003年7月以降、FSB国境

局組織における海員の序列はナンバー3であり、海員のイニシアチブによ

って関係省庁の海洋取締勢力を統合した独立連邦組織を創設するというよ

うなことは、ロシア連邦内務省傘下の連邦移民庁（◎MCPoccI王H）のような、

FSBの外局としての位置づけの組織であっても、FSBによる国境警備隊

組織の海陸融合が進んだ現在、考えられない状況にある。

近年の密漁等の海洋生物資源保護法令違反の主体は、外国船から便宜置

籍船を含むロシア船に移り、ロシア国内漁業者が主たる法令違反主体とな

っている。こうした状況の中で、ロシア国内漁業者自身も密漁及び乱獲等

による漁業資源の枯渇を危倶し、近年、自ら漁業団体を創設して自己規制

を始めている。他方、国境警備隊の取締は、FSB隷下で締め付けが全般的

に厳しくなっている。しかも、取締に警察比例の原則が育っているとは言

えず、前記の2008年スケトウ漁取締など国境警備隊の取締によって国内

漁業者が大きな損害を蒙っており、FSBの秘密性から生ずる取締の不透明

性も加わり、国内漁業者の不満が高まっている。これに対して国家漁業委

員会（現連邦漁業庁）を中心する漁業部門は、海洋生物資源の保護監督機

能の国家漁業委員会への返還を求め続けているほか、文官を長とする統一

沿岸警備組織の創設を提唱するなど、海洋生物資源の保護監督とその監督

機関のあるべき姿について現在も要求闘争を続けている43）。

国家漁業委員会は、2008年5月30日付け第724号大統領令によって農

業省から離れ、連邦漁業庁として連邦政府傘下の独立官庁となったが44）、

この連邦漁業庁の次長に、2009年10月3目付け第1444－p号連邦政府令

によって漁業規制局機能の国境警備隊における継承組織のトップである

FSB国境局沿岸警備総局国家海洋監督局長Ⅴ．B．ディチコフ少将が任命された。

敏腕で人気のあるA．A．クライニイ長官が主宰する連邦漁業庁に対するこのプサ

ン首相の人事が何を意味するのか、今後の動きに注目したい。

6海洋警備機関の司法警察機能とその組織

国境機関（IIOrPaHHqHもIeOPraHもⅠ）である海洋警備機関の国境軍海洋部隊

は、1993年国境法第30条（国境機関の権限）第3号、第19号、並びに
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排他的経済水域法及び大陸棚法の規定に基づき、停船、立入検査、退去、

追跡、舎捕、連行及び武器の使用などの行政執行権限を有している。また、

現行ロシア行政犯則法典第23．10条に基づき、海洋編成単位（分艦隊）の

司令官には国境機関管轄の全ての行政犯則事件の審理権限が、警備艦艇の

司令官には、海洋生物資源保護関係などを除く行政反則事件の審理権限が

付与されている。しかし、領海侵犯などの刑事事件の訴訟手続権限に関し

ては海洋警備機関にその権限を持つ役職員組織がなかった。

旧1960年刑事訴訟法典第117条の1995年5月18目付け改正で国境警

備庁捜査機関の表記が「国境警備庁の機動機関（OIIePaTHBHもIe OPraHもⅠ）」

に改名されたことがある。この機動機関については、1997年7月19日付

け第732号大統領令付属書2「国境警備庁の機関及び軍の組織と構成」が、

諜報、防諜、機動探索活動（OIlePaTHBH0－Pa3もICICHa5Ine5rTeJIもHOCTL）及び国

境警備庁組織自体の保安活動を行う機関と規定している45）。

海洋警備機関である海洋警備隊にはこの機動機関の下部組織がなかった。

警備艦艇は、国境法等に基づく行政執行措置として立入検査、証拠の保全、

舎捕、港への連行、港内で被舎捕船の監視等を行うのみで、この後は陸上

の機動機関下部組織がいわゆる捜査活動である機動探索活動及び刑事訴訟

手続活動を行っていた。現在もこの図式に変わりはない。

旧1960年刑事訴訟法典に代わる現行2001年刑事訴訟法典では、領海侵

犯を含む国境侵犯等にかかる刑法典第322条第1項及び第323条第1項に

加えて、大陸棚及び排他的経済水域法令並びに海洋生物資源保護法令の違

反にかかる第253条及び第256条並びに密輸の第188条1項が国境警備

庁（国境機関）の捜査管轄となっている46）。そして、2002年3月5目付

け第134号ロシア国境警備庁令によって、庁内の内部管轄区分として、国

境侵犯関係の刑法典第322条第1項及び第323条第1項並びに密輸の第

188条第1項の違反事件は機動機関の捜査官の捜査管轄、海洋生物資源保

護に関係する第253条及び第256条並びに第188条第1項の違反事件は、

海洋警備機関の捜査官の捜査管轄と定められた。しかし、2002年12月4

日付け第760号国境警備庁令によって、海洋警備機関の捜査官の捜査管轄

である刑法典第253条及び第256条の違反事件も機動機関の捜査官の捜査
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管轄に加えられ、機動機関の捜査官は国境警備庁管轄の全ての刑事事件の

捜査権限を持っことになった。海洋警備機関における捜査官組織は国家監

督局及び地域局内に設けられたようであるが、組織整備が間に合わない地

域の国家海洋監督局では、最寄りの国境分遣隊や国境監督機関の機動下部

組織の捜査官が密漁等の海洋生物資源保護法令違反事件の捜査も行った。

国家海洋監督局の捜査官組織としては、2001年会計検査院報告第6（42）

号47）によれば、その局内に捜査・行政犯則事件手続班（IIPyIIⅢaRO3HaHH5日は

IIPOII3BORCTBaII0月eJIaMO6a月MHHHCTpaTHBHLIXIIPaBOHaPymeHIはⅩ）の

名がある。このほか、国家海洋監督局は、指導部、情報分析班（部）、組

織計画班（部）、会計及び総務から構成され、出先機関として傘下に操業

監督局及び州又は地区資格の監督局、並びに補給下部組織を持っていた。

地域局の局内組織については、アラスカのアンカレッジで行われたいわゆる「シュ

ワルナゼライン」の違反者の引渡しなどにかかる国境警備庁北東地域局と

そのカウンターパートである米国沿岸警備隊第17管区との実務者会合

（2002年10月25日～11月1日）の代表者名として、北東地域局海上捜

査・行政反則事件手続班長の名がある48）。この班長A．Ⅴ．モナホフ海員大佐（司

法大佐）は、1級警備艦「ジェルシヾンスキイ」の元艦長であり、2004年3代目の北

東沿岸警備国境局国家海洋監督局長に就任し、現在はFSB国境局沿岸警

備総局国家海洋監督局の部長を務めている。上司の沿岸警備総局国家海洋

監督局長は既に言及したようにFSB畑のⅤ．B．ディチコフ少将であった。

この捜査・行政犯則事件手続班という組織は、2003年7月からのFSB

隷下での国境警備隊の改革の中で組織強化が図られるが、文官と軍人の関

係なども明らかにしており、その内容を幾つか紹介したい。

太平洋地域局のサハリン国家海洋監督局では2003年7月1日からその定員

が55％増員されるとともに捜査・行政反則事件手続班も班から部に強化さ

れている49）。

2005年12月、在マががン市北東沿岸警備国境局オホーツク国家海洋監督局50）

長りヾァレリイ・ディカン海員大佐は次のように述べていた。以前は全ての事件がマが

がン国境分遣隊（IIOrPaHOTP耶）の捜査機関に送られていたが、監督局に捜査

部（oT月eJI月03HaHH5I）が加わり、自ら事件を検察庁に送れるようになった。
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捜査部では文官専門家が働いているが、今後捜査部は軍人で充足される51）。

2008年3月、ハハヾロブスク地方＆ユダヤ自治州国境局の国家海洋監督局では、

2007年9月から2010年までの監督局改革の中で、定員の増加、文官監督

官の士官及び准士官監督官への交替などが計画されている52）。

2008年11月、4代目の北東沿岸警備国境局国家海洋監督局長であるN．N．

チェハヾン海員大佐は、現在も監督局の組織定員は見直されており、文官の監督

官職は段階的に軍人の士官監督官職に移っていくと述べている53）。

国家海洋監督局の監督官及び捜査官要員の養成のためFSB沿岸警備大

学では教育期間2年の法保護活動コースを2009年から開設している54）。

国家海洋監督局の捜査・行政犯則事件手続班（部）という名称であるが、

行政犯則事件手続は国家監督官が行う行政犯則法典の行政反則事件手続を

指し、捜査は2001年刑事訴訟法典の捜査官伝03HaBaTeJIも）が行う捜査〔捜

査形式での公判前捜査取調（ItPeJIBaPHTeJIhHOePaCCJIeROBaHIIe）〕を指して

いる。この捜査・行政犯則事件手続班（部）という組織を捜査機関とされる

機動機関（国境警備庁の機動下部組織）との関係から見てみる。

機動機関（機動下部組織）とは、具体的には地方管理組織である地域局

の機動部（OIIePaTHBHもⅠ最oTneJI）などであり、捜査関係機能を担い、最近ま

で同部長に捜査機関の権限が与えられていた。

現行2001年刑事訴訟法典は、主要な捜査機関について第40条第1項第

1号がロシア連邦内務機関並びに連邦法によって機動探索活動を行う権限

を与えられているその他執行権力機関であると規定している。

国境警備隊の捜査機関は、上記の刑事訴訟法典第40条及び機動探索活

動法第13条によれば、捜査機関総体としての連邦保安機関の捜査下部組

織であり、詳細はFSBの内部令に委ねられている。2006年5月16日付

け第205号連邦保安機関における犯罪通報接受等組織化FSB令第3条55）

は、国境警備隊の捜査機関について、中央組織としてFSB国境局の局内

機動下部組織、地方組織として国境機関56）（連邦管区地域国境局、連邦主

体国境局及び沿岸警備国境局並びにその構成下部組織）及びその隷下の機

動探索活動を行う下部組織、並びに、次稿で触れるが、軍人犯罪の捜査機

関である軍部隊司令官等を挙げている。
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捜査機関は、一般に、機動探索措置を用いた犯罪の防止、阻止及び摘発

などの機動探索活動とその成果を活用する刑事訴訟手続活動である公判前

取調行為伝eiicTBH：5IⅡPenBaPHTeJIもHOrO CJIeFlCTBH兄）とを一体化させてそ

の活動を行っている。これについては、旧1960年ロシア共和国刑事訴訟

法典第118条第1項が、「捜査機関には、犯罪及び犯人の発見を目的とし

て必要な機動探索措置及び刑事訴訟法によって規定されたその他措置を取

ることが委ねられている」と規定していた。この機動探索措置が犯罪捜査

に用いられることをソビエト法令で初めて規定したのは、1958年のソ連邦

及び連邦構成共和国刑事訴訟手続きの基礎（第29条第2項）であるが、

機動探索措置の内容については規定がなく、ソ連邦共産党中央委員会及び

ソ連邦政府決定などの秘密規範アクトはこれを非公開の措置と規定してい

たとのことである57）。この機動探索措置の内容を明らかにし、その法的規

制を初めて行ったのが1995年の機動探索活動法であり、機動探索活動に

当たっての機動探索措置として通信傍受、おとり捜査、潜入捜査などの現

代的な捜査活動手法を列挙している58）。

1995年機動探索活動法第13条は、機動探索活動を行う権限を付与され

る省庁として、ロシア連邦内務機関、連邦保安機関、連邦税務警察機関、

連邦国家警護機関、ロシア連邦国境機関、ロシア連邦税関機関、ロシア連

邦対外諜報庁、並びに国防省及びロシア連邦大統領付属連邦政府通信情報

庁の対外諜報機関を挙げ〔中央省庁の改編に伴う2003年6月30日付け第

86－◎3号改正法によって同7月1日から税務警察機関及び国境業務機関が

抹消され、連邦刑執行庁及び麻薬・向精神薬取引監督機関が新たに加わって

いる〕、これら省庁の機動下部組織（orIePaTH13HLIeIIOJIPa3月eJIeHH5I）に機

動探索活動を行う権限があることを規定している。機動下部組織そのもの

は白地規定であり、部内組織として関係省庁の内部規則に委ねられている。

機動探索活動法第13条に列挙されている省庁は、犯罪の予防、阻止、摘

発及び捜査取調、警備、諜報、防諜、対外防諜などの活動を行う組織であ

り、機動探索活動法はこうした活動領域で行われる広く機動探索活動と呼

ばれる活動に当たって機動探索措置を活用できることを定めている。

このように、機動下部組織が行うことができる機動探索活動は、その成

一　75　－



76－ロシア沿岸警備隊（その1）

果に基づき刑事事件を提起したり、犯罪の立証を行ったり、事件処理の進

展等に応じて追加の機動探索措置を行ったりといった刑事訴訟手続と相互

に密接な関係を持つものがある一方で、警備、諜報、防諜、対外諜報など

その情報収集の目的が刑事訴訟手続とは必ずしも直接の結びつきを持たな

い活動もある。つまり、機動探索活動の主体である機動下部組織を持つ組

織が捜査機関であるということは、捜査機関組織の中に刑事訴訟手続と密

接な関係を持つ組織とそうでない組織があることを示している。

現行2001年刑事訴訟法典における捜査機関のこうした定義方法は、捜

査機関の母体とも言える警備、諜報、防諜、対外諜報といったいわゆる捜

査活動以外の機動探索活動をも担う機動機関が本来の体を表すべくその名

を顕在化させた結果である。連邦捜査取調庁の創設構想に代表される公判

前捜査取調の改革では、機動探索活動を刑事訴訟手続外のものと見なし、

機動探索活動機能と刑事訴訟手続機能とを組織的に分離すべきだという動

きがある一方、近年のテロや海賊行為に代表される極めて重大な結果をも

たらす侵害行為への対策では、侵害行為者の処罰やその処罰手続以前に、

当該侵害行為そのものの発生の予防阻止が最優先事項とされ、情報収集機

関である機動機関の役割が高まっている。つまり、捜査機関が持つ機動探

索活動機能と刑事訴訟手続機能の組織的分離に当たって、機動探索活動の

本来的な主体である機動機関が捜査機関に対して持つその組織的優位性が

法令に現れたものと思われる。

2000年5月4日付け第55－◎3号ロシア連邦国境業務法の当初案には、

機動機関について以下のような詳細な記述があった59）。

機動機関は諜報、防諜及び機動探索活動を行う。機動機関は機動探索措

置及び捜査を行う義務がある。対外諜報機関は国境警備分野における諜報

活動を行う（第10条）。

機動探索活動は、犯罪の摘発、予防、阻止及び解明、犯罪を準備してい

る、行っている又は行った者の摘発、逃亡犯人及び行方不明者の捜索、並

びに国境安全保障上脅威となる出来事及び行動についての情報の取得など

を目的として行われる（第17条）。

刑事訴訟手続活動：刑事事件の捜査は刑事法令及び刑事訴訟法令に従っ
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て行われる。捜査の実施手続き、捜査機関、捜査実施権を有する役職員の

一覧表は、現行法令に従って国境警備庁の規範法アクトによって定められ

る（第18条）。

防諜活動は、ロシア連邦に対する外国の特務機関などによる諜報破壊活

動の摘発、予防及び阻止を目的として行われる（第19条）。

諜報活動は、ロシア連邦の安全に脅威となる情報の入手を目的として行

われる（第20条）。

機動探索活動を行う国境警備庁の機動下部組織としては、中央組織では

諜報総局や機動探索局並びに組織内に機動下部組織を持つ国境監督総局や

海洋警備総局が、地方組織では地域局の機動部（機動探索課及びその他）

並びに海洋警備部や国境監督部などが挙げられる。国境警備庁ではこれら

機動下部組織が全体として警備、諜報、防諜、対外諜報など広く国境安全

保障にかかわる機動探索活動を行っている。この機動探索活動を行う組織

には機動探索活動法の枠内で機動探索措置を行う役職員として機動探索官

（oIIePyIIOJIHOMOtIeHHもⅠ丘）という職が存在している。

上記のことから、国境警備庁中央組織の機動探索局や地域局の機動部機

動探索課といった組織は、刑事訴訟手続と密接な関係を持っ狭義の機動探

索活動、いわゆる捜査活動を行う組織であることが分かる。また、機動探

索活動という用語とは別に刑事訴訟手続活動という用語も存在し、その活

動は、その内零から、刑事訴訟手続外にある狭義の機動探索活動とされる

捜査機関によるいわゆる捜査活動ではなく、旧刑事訴訟法典では捜査実施

権を有する役職員、現行法典では独任官的位置づけの捜査官が行う刑事訴

訟手続行為としての捜査行為を意味していることも分かる。

2002年に初めてその創設の必要性が唱えられていた、省庁の捜査取調組

織を統合したロシア版FBIとも言われる連邦捜査取調庁（◎CP）の創設構想

は、所属省庁の影響を受ける省庁別の捜査取調機関による犯罪のもみ消し、

ねつ造などを防止するために、機動探索活動は刑事訴訟手続外のものとし

て機動探索活動機能と刑事訴訟手続活動（捜査官・取調官）機能とを組織的

に分離し、これら分離された省庁の捜査官・取調官組織から統一連邦組織を

創設するというものである60）。
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この連邦捜査取調庁創設の動きの中のものであるが、FSB国境局では、

2006年3月18日付け第103号連邦保安庁令によって承認された「ロシア

連邦保安庁国境機関における訴訟手続下部組織システムの形成概念」に基

づき、刑事訴訟手続を行う捜査官組織が機動下部組織から分離され、捜査

機関である国境機関の長に直属する訴訟手続下部組織として捜査行政実務

下部組織（班、課又は部）という名称で新設されている。行政反則調書作

成権者一覧表等を承認する2007年9月6日付け第453号連邦保安庁令61）

には連邦主体国境局及び沿岸警備国境局の局内組織として機動部、国境警

備部、沿岸警備部などと並んで、捜査行政実務部の名が挙げられている62）。

内務機関、税関等の他の法保護機関でも類似の名称の組織が同じように設

置されている。

刑事訴訟法典の2007年6月6日付け第90－◎3号改正法によって、捜査

下部組織の長（HatIaJIもH壬王RITO耳pa3neJIeHI15InO3HaHH兄）（第5条第17．1号

及び第40．1条）という新しい概念が導入されたが、この捜査下部組織の長

が機動下部組織から分離された上記の捜査行政実務下部組織の長である。

このように、国境警備庁参与会1999年12月21目付け第94号決議に

規定されていた海洋警備隊の編成単位及び部隊に創設される機動機関の下

部組織とは、行政反則手続権限の国家監督官及び刑事訴訟手続行為を行う

捜査官からなる訴訟手続下部組織であり、機動探索官関係の組織は含まれ

ていないようである63）。そして、海洋警備隊における権限執行体制の概要

は、国家監督官は警備艦に臨乗し、捜査官は陸上で刑事訴訟手続を担い、

警備艦は1993年国境法第30条、1998年排他的経済水域法第36条、1995

年大陸棚法第43条に規定される行政強制措置として、不審船の発見

（06HaPy3KHTも）、識別（OIIO3HaTも）〔肉眼確認が原則〕、停船（OcTaHOBHTL）、

検査（OcMOTPeTL）という4つの「0」を発動し、武装立入検査班及び監督

官班の現場報告に基づき、艦長が違反船の舎揃を命じ、機動下部組織のあ

る最寄りの港に連行し、違反責任を問うべく行政反則手続の継続とその延

長上にある刑事訴訟手続のため違反船を陸上の捜査行政実務下部組織に引

渡すというものである64）。現在は、こうした海洋警備隊の活動にFSBが関

与を深め、国境警備隊からFSBの直轄下に移された航空勢力とFSB特殊
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部隊とが洋上取締活動に連携して参加しているほか、FSB機動探索官が機

動探索活動として警備艦に臨乗し、合同船内検査を行ったりしている。

国境警備隊には国境警備や海洋生物資源保護といった分野の行政反則事

件手続権限や刑事訴訟手続権限が委ねられているが、その権限は、国境機

関の長のほか、国家監督官や捜査官といった特定の役職員に付与されてい

る。国境警備隊の職員概念には、海上保安庁の海上保安官・司法警察職員と

いった司法警察職員概念はなく、軍人・国境警備隊員という軍人概念がベー

スになっている。2005年3月7日付け第15－◎3号国境管理の改善措置に

かかる関係法令改正法65）によってロシア法令に「国境軍」という用語はも

う存在しないが、国境警備隊が1998年兵役義務軍務法第2条に規定され

る軍人軍務組織であることに変わりはない。つまり、国境警備隊は、軍事

法令が定める軍事規律及び身分保障の対象となる軍人を構成主体とする、

正規軍準仕様の兵器で武装した、正規軍に準ずる強力な制圧力を持つ軍務

組織に、特定分野の行政・司法警察権限が委ねられている組織である。

しかし、FSB隷下の現行国境警備隊は、2008年以降徴兵者採用を放棄

し、これまでの軍隊的な武装国境警備から、特務機関的な機動探索（情報

収集＆遊撃型）ハイテク国境警備への移行を進めると同時に、こうした警

備に必要とされる一定の専門教育を受けた高学歴職員から構成される職業

軍人制への段階的移行を図っており66）、軍人軍務組織というその本性に変

わりはないものの、国内外の社会環境の変化に相応して近年その組織的様

相を変えてきている。
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6）npHぷa3◎rICP◎oT13HE）H兄1998ro卵．N32806yTBeP耶eH正EnOJIO）EeHH5IO

neIIaPTaMeHTeMOPCIく0丘0ⅩpaHH◎e月ePaJIhHO丘ⅡOrpaHmOficJIy3R6HPoccH最cIく0鎮

⑳eJlepa叩．httt）：／／www．businessT）raVO．ruJ

7）rIpm3⑳nCP◎oT20ceHT兄6p5I2002ronaN57906yTBeP耶efHHnOJIO〇ReHH5I

OMopcIくOM月eHaPTaMeHTe⑳enepaJrhHO鎮HOrpaHm0歳C刀yX6LIPoccH丘cIく0歳

◎e月ePa叩．httT）：〟www．infovar．ru／

8）fIpHRa3◎nCP◎oT14moH兄2002ro卵－N37506yTBePX月eHHHrIoJIOつfCeHH兄06

0PraHaXMOPCIく0歳0ⅩPaHHnOrPaHmO鎮cJIyX6もIPoccH最cIく0丘◎eJlePa叩．

htt，p：／／www．allbusiness．ru／

9）前掲2）MoHmOB◎．A．，肌用α二1杖材C．257－347．

10）1997年の海洋警備隊の創設に当たっても、特別な海洋国境警備組織（crIe工岬aJIもHa5I

HOrPaHImHa5IMOPCIは5ICTPymyPa）が創設されるかもしれないという期待があったが、

結局そうした組織は創設されなかった。CM．：H．H．Ky脚HOB，OMOpCIくOfiEOMIIOHeHTe

◎CBPoccHH．（091215アクセス）httT）：／／vlad－dmitriev．narod．ru／

11）IIpHRa3◎nCP◎oT7aIIPeJI5I2001r・N2010BHeCeHHH井OI70JIHeHH鎮B

HHCTPyR叩OItOP叩e只e丘cTBH歳月OJIXHOCTHLHJIqOpIlaHOBMOPClC0益0ⅩPaHもI

IIOrpaHm0歳cnyx6もIPoccH益cIく0丘◎enepa叫拓HrIpHOpraHH3a叩mHOCy叫emJIeHfH遭

OCMOTPaCy井OBHmⅩIIJIaBytI漑XCpenCTB，yTBeP耶eHHy沿rIPm30M◎nCPoccHH

OT27HIOH5I2000r．N306．httt）：／／www．businessDraVO．ru／

12）Cer0月H兄eCTLBCe，亘r虜hIHOpManLHOCJIyXm・Ila3eTa▼一florT）aHm

CeBeT）0－BocTORaH，N929（3945）23－29HbJI5I2008．http：／／www．svmu．ru／

13）fIp旺Ka3◎nCP◎oTO9・08・1999N457，BoHpOCもⅠ月e5rreJnHOCTHrOCyJIaPCTBeHHLIX

MOPCRHXⅢICrIe叩戒perHOHaJrhHbIXyTIPaBJIeHH丘⑳eFtePaJILHO丘ITOrPaHmO丘

Cny3R6hIPoccH負cRO放◎enepa叩．http：／／www．businessDraVO．ruJ

14）CaxaJIHHCIくHerIOrPamHO6JIertmrrPOMHCeJI．KoMMePCaHTb（Ⅹa6apoBCIく）

N9191（3767）oT18．10．2007．http：／／www．kommersant．r山

15）前掲1）拙稿，ロシア連邦連邦国境警備庁とその改革（その1），54頁～55頁

16）OTtIETope3yJILTaTaXHpOBepRHHCⅡOJIL30BaHH5ICPeRCTB㊥eFlePanLHOrO

6Ⅹ）月XeTa，B叫leJIeHHLⅨB2000ro月yHaCOJlePXaHHeMOpCIく0歳0ⅩpaHLI⑳e月epaJIhH0歳

IIOrPaHmO丘cJIy3E6HPoccH丑cIく0歳◎e月epa叩．（BIOJInETEHbCtIeTHO丘ItaJIaTu
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PoccH最cIくOii◎enepaq騨H，2001T．N96（42））httT）：／／www．budgetrf．nsu．nJ／

http：／／www．ach．gov．ru！

17）HKpa60BOeJleJIOHIIOT兄HyJIOHa5AmJIJIHaP710B．8缶eBPaJI5I2009．

httD：／／www．dalrvba．ru／

18）npHRa3◎IICP◎oT14HO兄6p5I2000r．N31906yTBeP耶IeHHHIIOJ103Keml冗O

B3aHM明e孟cTBHHHROOpAHHa叩ne5rTeJILHOCTH缶eJIePaJILmOpraHOB

HCIIOJIHmJILH0歳BJIaCT劃【BC¢epeoxpaHLIBORHもⅨ6ⅠIOJIOrHleCRHXpeCyPCOBII

ROHTpOJI5I3aBHeHHeTOprOBもIMHOIlepaq阿見MHCHPOnyRqHe丘pLI6HOrOⅡpOMLICJIa．

ht，tl〕：／／www．businessl〕raVO．ru／

19）BもICTynJIeHHeBPIIOHatIaJnHHXaCBnyBO◎CBPoccHHROmp－aJtMHpaJIaC．K）．

CypHHaHa6pI匝肝eCHPeJICTaBmJI5IMHCMH．Apx劇はiOT24arrpemI2008roJla．

httl）：／／www．rvbakT）rim．ru／

20）HHCⅡemPCRa5IItOMOIqL．Ila3eTaHnorpaHHtIHHRCeBet）0－BocTOm”，N97（3872）

21－274）eBPa皿兄2007．httT）：／／www．svrpu．ru／

21）2007年6月文書偽造及び没収差押え財産の不法売却にロシア連邦財産基金の職員が

関与し、多額の横領及び使い込みが行われたとして同基金に捜索が入り、同基金の幹部

及び検察庁職員の関与が疑われている事案、カムチャツカでの現地の連邦財産基金、商工会議

所、検察庁、民警など関係諸機関全てが関与している共謀事案などもある。CM．：MB月

HⅡpOIくyPaTyPaIIOnO3peBamP◎◎HBHe3aROHH0歳TOPrOBJIeICOH4）ECRaTOM．

26．06．2007．httt）：／／www．comT）rOmat．ru／／Rpa60Ba5InOBym．ItyAayXOnWr

ROH4）ⅡCICOBaHHもIiiRpa6？27HO兄6p572006．http：〟www．丘sh－Seafood．rd

22）nocTaHOBJIeHHerIpaBmJnCTBaPOoT23aHPemI1999T．N459日OpeaJU旺3a叩

ROH4）HCICOBaHHOFOIIapeCTOBaHHOrO叩eCTBa”．http：／／www．rg．ru／

23）前掲16）BIOJIJIETEHbCtIeTH0歳HaJIaTHP◎，2001r．N96（42）

24）BJIarOCJIOBeHHH孟ROE4）HCICaTPH6HHCItempOBHa3H二atIamⅡ0IILIH

ITOrPaH灯すHHltH．｛＜HoBt正eH3BeCTH5D＞，10．02．2001．httT）：／／www．ruSglobus．net／

25）MhIHe6pocaeMBTmBOJlaX兄ROp5I…ra3eTaHnorT）aH椚H壬ⅠRCeBel）0－BocTOIは日，

N930（3740）28W几江－3aBryCTa2004Il．httT）：／／www．svmu．ruJ／2000年～2005年だ

けでも艦艇数がほぼ3分の1減少している。CM．：BeperoBa兄0ⅩPaHa：膵arqqaBHyTH．

23CeHT兄6p兄2009roAa．http：／／ⅥW．redstar．ru／

26）MHJIHTAPH3A叩5I，RpHMmaJu43al岬5IHHeymOHHa5I月erPa月aI岬兄OpraHOB

oxpaHHMOPCRHX6HOpeCyPCOB（16．05．2002）http：／／www．nDaCifiC．ruJ

27）npHm3◎IICP◎oT25HOH5I2002ro月aN3960BHeCeHHH】オ3MeHeHE孟H

AOI10JmeHH丘BⅡpHXa3◎nCPocc且EOT18月eHa6p5I1999ropこaN693II

yTBep3和eHHOeHMPyROB0月CTBOIIOOpraHH3a叩rIPOXO耶eHH兄BOeHE0歳cJTy3R6もIB

◎e月epaJnH0歳rIOrpamO鎮cnyx6ePoccH鐘cIく0歳⑳e月ePaLPH．

httD：／／www．kodeks－luks．ru／

28）r．M．Me刀RO8，月叩刀ガ月フccガ冴peq汀a比配は月ガg皿フ草a昆酢正犯彦q承ア

BpeM5I，N92口5ITHErta23㊥eBpan5I2001roRa．httD：／／vremvababurin．narod．ru／
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29）CoIIJIalIIeHHeO60ⅩPaHerOCy卵・pCTBeHnIXrPaHHIIHMOPCHHXaROH二OMHtIeCRHX30H

rocy卵・PCTB－yqaCTHHXOBC0月PyXeCTBaHe3aBHCHMHXrYX：ynaPCTBOT20MapTa1992r．

http：／／www．businesspravo．r山

30）CorJIaⅢeHHeOB3aEMORe放cTBIⅢIIOrPaH排王HLIXBO丘cRrOCyJlaPCTB－ytIaCTHHROB

C叩pyXeCTBaHe3aBI壬CHMもIXIlocy月aPCTBHPI仁BO3HH｛HOBemRPH3Ⅰ王CmIXCHTya叩戒

HaBHeⅢHHXrPaHHqaXOT17Ma月＝1996T．http：〟www．businesspravo．ru／

31）MopcRHeHPOCTOPLIⅡOHHHyTI10rpaHmmH．（07．02．2001）

http：／／www．kaskad．koenig．ru／；前掲28）Il．M．MeJIROB，触m月フ∝崩す

pe御方皿冴pa和彦印画7
32）前掲2）Mo刀工KOB⑳．A．，仰　　　　　月りαα：床材C．325－326．

33）RaRHaMO6ycTPOmrPaHEqy・16Ho兄6p5I2004ro几a・http‥′′www・redstar．ruJ

銅）岡田邦生他著，「ロシアビジネス成功の法則」，税務経理協会2008年，125頁～

126頁．

35）r・口・nOⅢOB，口．孤npoⅡlm，触御方pa邪見pa朋J皿狐か打＿朋

p此aβOMEQPa6He（04．02．2005）httT）‥／／nvo．ng．ru／

36）pyItOBOnCTBOHOIIO肝OTOBReROpa6JIe点，CyJ10BI柑aTePOBIくBもⅨ0月yBMOPe，Ha

PeRH，03ePaHRPe軸OBOMyHJIaBaHHX），nPm3◎nCP◎oT7兄HBaP月：2001r．NlO．

http：／／www．businessDraVO．ru／

37）KoHTP－aJIMHpaJICepre最CypHH：HBpaROHもeP－TOTXeHPeCTymd．辿

MnorpaH軸aH，N919（3833）17－23Ma月：2006．

http：／／www．svrpu．ru／

38）2009年から漁獲割当期間がこれまでの5年から10年に変わるが、今回のスキャン

ダルはこの漁獲割当の配分リスト作成作業中に起き、検挙されたのがプリモーリエやサハリンの

漁船で、カムチャツカの漁船がいなかったことから、競争相手の漁船をこのリストから抹消す

るための企てではないかと、胡散臭い話が一部専門家からは出ていた。CM．：Bce

TOHROCTHO6IqeHH兄CHpHP0月0歳3al｛0HOMHeOTPeryJIHPyeHn・Ila3eTaHIlorpaH壬mHHR

CeBer＞0－BocTOXaH，N932（3948）13－19aBryCTa2008．httD：／／www．svrpu．ruJ／M斑はTaiic

HpHBRyCOM＜6yMa3RHもⅨHeCOCnmOBOIO）．04／06／2008．httT）：／／www．agTOneWS．ru／

39）0ⅩOTOMOPC壬COeⅡpOTHBOCTO皿］旺e‥moBHHOBaT？20Ma5I2008．

http：〟www．kambusinessJuJ

40）HpoRyPaTypaBOCCTaHOBHJIaCHpaBeJIJIHBOCTL・PLI6axIIpHMOPLSI，22aBIYCTa

2008．http：／／www．rybakDrim．ru／

41）IlocROMPbI60JIOBCTBOPoccHHHpeRJIaraeTCO3naTL㊥eJlePaJIhHy70CJIy3R6y

6eperoB0歳0ⅩPa弘IP◎・18aⅡpeJI5I2002・http‥／／www・Sakhalin．info／

42）BpaROHもePもIOTHaCHeyW．2003－02－26．http：／／www．konknrent．ru／

43）BPoccHHCO6HPam5ICO3耳aTもHOB蚊抜eEmH丑opraHPH600ⅩpaHLI・15ceHT兄6p5I

2008．http：〟www．b－pOrt．CO】頭

44）国家漁業委員会は、2008年5月30日付け第724号大統領令によって農業省から離

れ、連邦漁業庁という連邦政府傘下の独立官庁となった。この分離独立は、老朽漁船の
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更新促進など国内漁業基盤の強化のため漁獲割当期間をこれまでの5年から10年に延

長するなどの改正が行われたロシア連邦漁業・水生生物資源保護法の2007年12月6日

付け第333－◎3号改正法の円滑な実現を図るためであるとマスコミでは報じられてい

た。CM．：PhI6aB60PO3月eHeHPHXHJIaCも．一TPoccH丑cRa5IIla3eTa一一一◎e月ePaJIbHもIii

BもIHyCIくN946750T3HOH兄2008T．http：／／www．rg．ru／

45）CTPyRTyPaHCOCTaBOPraHOBIIBO蕗cIく◎enepaJILH0丘ⅡOrPaHmO最cJIy3R6hI

PoccH羞cIC0歳◎eJlePa叩H．npI蛋JIO3ReHHeN2ⅠくyIは3yrIpe3耶eHTaP◎oT19moJI兄

1997r．N732’．BoHpOCH◎eJlePaJIbHO負rIOrPaHmO丘cnyx6HPoccH虫C壬CO放

◎enepa叩Hf．（cH3M．HnOrI．OT144）eBPaJI5I1998r．）．httD：／／www．school．edu．ru／

46）拙稿，ロシア連邦連邦国境警備庁とその改革（その2），海上保安大学校研究報告，

第47巻第1号（平成14年度），107頁～110頁

47）前掲16）BIOJIJIETEHbCqeTHO丘ItaJIaTLIP◎，2001r．N96（42）

48）cBOHXHEBもIAAEM．13．11．2002．httD：／／www．km．ru／

49）BK）JIJIETEHI）CqeTHOfiITaJIaTもIPoccH如RO丘◎eJlepaItHH2004r．N91（73）

OTtIETope3yJIもTaTaXⅡpOBepRHBもIHOnHeHE5IHpe脚OXeHH羞IIOyCTPaHeHHO

HaPyⅢeHH放HHeJIOCTaTHOB，BもⅠ兄BJIeHHLIXBXORerIPOBeP矧旺CtIenI0歳ItaJIaT0歳

PoccH虫C壬CO鎮◎印．ePa叩HCⅡOJIL30BaE匹見CPeRCTB申開epaJIhI王OrO6Ⅰ明XeTaH

BHe6Ⅰ明況eTHHXCPenCTB，BもLZleJIeHHLIXHaCOnep3RaHHeMOPCIく0歳0ⅩpaHもI

norpaHmO益cJIyX6もⅠ◎eRePaJnH0歳cnyx6H6e30rIaCfIOCTHPoccH最cIく0歳

◎e月ePaqEH．httT）：／／www．cir．ru／

50）現在は2006年5月1日カムチャツカ国家海洋監督局に統合され、統合組織である北東沿

岸警備国境局国家海洋監督局のガがン国家エリア監督局CM．：HHCITeR叩兄HaPaⅡ坪氾aeT

C壬王JILI，HOHpO6JIeMLIOCTam．ra3eTaHnorpaHHqHHECeBeP0－BocTOKa▼一，N923

（3837）14－20Hl0H5I2006．httt）：／／www．svrpu．ru／

51）BpaROHもePCTB0－60Pも6aHaMOPeHBCyJlaX・ra3eTa．，norpaHImHHR

CeBeDO－BocTOm一▼，N949（3811）7－13月eRa6p5I2005．httD：／／www．svrt）u．ru／

52）BpaROHLePym戚a5Ipe缶opMaaHrlapaTaI壬apyRy．THXOOReaHCRa5I3Be3Jla，

Ⅹa6apoBCR．CTaTMOT2008－03－27．httt）：／／www．toz．khv．ru／

53）3aROHp．OmICeHCTaTLⅡPOmO耶HeMOT6paROHもePCTBa・Ila3eTaHnorpaH椚HHR

CeBeDO－BocTOKa一▼，N945（3961）12－18H二0兄6p5I2008．httTj：／／www．svmu．ru／

54）IIzIerOTOB兄TCIIeI岬aJIECTOB6eperoBO孟0ⅩPaHbI？ra3eTaHnorpaHImH壬IR

CeBeT）0－BocTORaH，N947（4015）25HO兄6p5I－1月e王Ca6p月：2009．http：／／www．svrT）u．ru／

55）np旺Ka3◎CBP◎oT16Ma5I2006T．N205r．MocIくBaO6yTBep耶eH皿

HHCTpytCPITOOPraHH3aqKHBOPraHaX㊥印epaJrhHO負C刀y3R6もⅠ6e30HaCHOCTH

ⅡPHeMa，PeIⅥCTPallHHHHPOBePRHCOO6叫eHH五oHpeCT　”　eH必見ⅩHI王HO丘

HH¢opMa叫声HOrIpeCTynJIeHH兄ⅩHCO6LITH5m，yrPO冴CaX）Ⅱ騨ⅩJIImH0歳Ⅱ06IqeCTBeHH0歳

6e30ⅡaCHOCTH．http：／／www．rg．ru／

56）npHRa3◎CBP◎oT6ceHT5I6p兄2007Il・N453日06yTBeP耶eHmInePeⅦ5I

月OJIXHOCTEnIXJIqOpraEOB㊥enepaJILHO孟cJIyX6もⅠ6e30ItaCHOCTH，ynOJIHOMOt壬eHm
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COCTaBJmrIpOTORO皿I06aAMHH］KCTPaTHBHもⅨHpaBO王IapyHeHmX，EPeaJH3aq虻H

OTJle刀もⅢ北HOJIOXeHH丑Ko只eIくCaPoccH孟cIく0丘◎enepa叩06amcTPaTHBHもⅨ

IIPaBOHapymeHHはⅩBOpIlaHaX㊥enepaJnHO丘cJIyX6H6e301IaCHOCTd’．

http：／／www．garant．ru／

57）HarmeHROB．兄．，0叩上野血はaa叩7散々五mpeJフ硯材paa脱打

OHq？aTZmHO7703LZCRu脚．mTpy月HAxa書eMHlyHpaBJIeHH5IMBn

PoccHH，HoMeP2EaTaBもmyCIは2008．httT）：／／www．jurnal．amvd．ru／

58）E．B．RHTpOBa，B．A．Ity3もME旺，1hcTaTeiimLGEOMn4eH7PPEtGK軸amB叩ア

3aRXW〝06077epaTTmHOPO3LZCZnG卯月m”．rpOCCMeDPa，M．，2008，C．4．

59）物卿mO月優り牙だae7闇CJpa嵐町野伽叩∬胴御paJmU乙

BもIrIyCIくN12，くくBH6JIHOTeEaくくPoccH羞cIC0丘ra3eTLD），M．，1997．C．175～185．

60）ItBOHPOCyOCO31laHHH◎eJlepaJILHO負cnyx6HPaCCJIeAOBaHH歳．3aROHHOCTb，2002．

N911．http：／／www．iuai．net／

61）前掲56）npHRa3◎CBP◎oT6ceHT兄6p5I2007r．N453．

62）npo6JIeMLIHPeRBaPm瓜HOrOPaCCmeAOBaHH5IBⅡOrPaHmOpraHaX◎CB

PoccHH．（091215アクセス、yandexサーハ÷－保存ファイル）http：〟hghltd．Vandex．net／

細　ソ連邦時代、KGBの情報は確かなもので、一部の分艦隊司令部に諜報担当司令部次

長の定員職が導入されたことがあったが、陸上の手法が海上では通じないところもあり、

本格的な導入には至らなかった。前掲34）r．口．口0ⅡOB，口．拭．npo叫a月島粛円覆に，触

叩pa月α甲且だ五r几mβer月apガはβ甜オ叩月払

64）KOE－qTOOMOPtiACT兄Ⅹ．（090724アクセス）http：／／www．bigler．ru／／陸上国境の警

備現場では、複数の隊員からなる国境歩哨班（ⅡOrpaHmHLI最HaP鞘）が国境侵犯者を発

見し逮捕した場合、歩哨班は証拠の保全措置を行い、違反（未遂）調書の作成、逮捕場所

概要図の作成、違反者の身体捜索、違反者所持文書物品等の押収、押収品目録の作成、

違反者弁明書の作成、逮捕状況報告書の作成などを行うが、事件の捜査ho3HaHHe）を

行うことができるのは国境守備隊（3aCTaBLI）、分遣隊（oTp兄月わⅠ）、国境検問所及びその他

国境軍下部組織の士官である。CM．：H．◎．KpMOB，AH．Bacn正KKH，月）明牌
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HeICOTOpもIe3aROHOEaTeJILHHeamPoccH丘cR0歳◎eJlepa叩HHITPII3HaHHH

yTPaTHBuHMHCHJIyOTJleJILHLIXItOJIOXeHII丑3aXOHO茜aTeJIbHOrOaRTaPocc某危cIく0歳
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rocy且aPCTBeHHOrOyⅢpaBJIeHH5IBC¢epe3a江田ⅧHOXPaHLIrOCy只apCTBeHH0歳

rpaHHItE，IPocc抜放cR0歳◎eJlePaItHH．httT）：／／www．akdi．ru／
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